事実概要
婚姻関係にあった原告Xと被告Yは離婚を決意する。Yの建物に残って子供を育てたいという離婚条件の提示から、Xは自己の特有財産に属する建物、及びその敷地を財産分与としてYに譲渡する旨の離婚協議書に署名した。その際、Xは財産分与を受けるYに課税されることを心配してこれを気遣う発言をしていたが、離婚後、自己に課税されることに気づき、その額が2億2224万余円にのぼることを知った。
　XはYに対し、自己に譲渡所得税が課されないことを合意の動機とし、2億円を超える課税がされることを知っていたならばこの意思表示をしなかったとして、本件財産分与契約は要素の錯誤により無効であるとの旨の主張をした。
[bookmark: _GoBack]　原審は、財産分与による高額の課税は単にXの動機に錯誤があるにすぎず、契約の際Xへの課税の有無が話題にならなかったことから、これが契約成立の前提とされていたことも、Xがこれを合意の動機として表示したことも認められないとして、Xの請求を棄却した。Xが上告。
